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背景背景

海岸事業は予算が限られており 気候変動に対して全海岸事業は予算が限られており、気候変動に対して全
国一律に予防保全を実施することは困難である。

気候変動により外力が増加することで増大する脅威に気候変動により外力が増加することで増大する脅威に
対しての適応策を予防保全として実施するには、全国の
中から優先的に適応策を実施する海岸を抽出し 効果中から優先的に適応策を実施する海岸を抽出し、効果
的に事業を実施することが重要である。

優先順位は、各海岸が抱えている水害リスクを把握し、
水害リスクの大小や質（項目）に着目して決定することが
重要である。
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海岸保全施設整備における海面上昇等への適応策
の基本的な考え方①の基本的な考え方①

気候変動への適応策を実施するには、各海岸が抱えている水災害リスクを明ら
かにし、それに対応する適応策を検討することが重要である。また、限られた予算
で効果的に事業を実施するためには、水災害リスク評価結果を基に優先して整備
を行う海岸を選定することが重要である。を行う海岸を選定することが重要である。

水災害リスク評価に基づく適応策検討のフロー
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海岸保全施設整備における海面上昇等への適応策
の基本的な考え方②の基本的な考え方②

海岸保全事業における水災害リスク評価は、下記フローによる実施される。

海岸保全基本計画

気候変化
による影響

海岸保全事業における水災害リスク評価は、下記フロ による実施される。

対象浸水域の設定対象となる海岸の保全施設の条件

による影響

課題1
資産・人口データの整理
・国勢調査統計メッシュ等

浸水域の地形データ整理対象外力の設定
・波浪観測データの統計解析
・確率波の換算（代替法）

課題2
被災条件

（破堤条件）の設定
現況及び気候変考慮後の

水災害リスクの評価

確
率
年
毎

課題2

課題3

課題4

氾濫解析モデル作成
・氾濫シミュレーションモデル
・時系列経過を考慮したレベル湛水法

①経済被害の評価
・一般施設被害
・公共土木施設被害
間接被害

越波・越流量
の設定

毎
の
計
算

氾濫解析の実施

・間接被害
②人的被害の評価
③重要施設被害の評価
（④飛砂、飛沫による被害）
⑤浸水深・流速・氾濫流到達
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⑤浸水深・流速・氾濫流到達
時間浸水深図



海岸における水災害リスク評価を実施する際
の課題の課題

【課題1：対象外力の設定】
海岸では、地区海岸毎に海象観測が実施されておらず、潮位観測でも全国の気象台
で66箇所しかない。従って、最寄りの観測所の波高データを用いることにならざるを得
ない。

【課題2 海岸保全施設の被災条件の設定】【課題2：海岸保全施設の被災条件の設定】
堤防が破堤または、護岸が倒壊するか、否かによって、浸水する氾濫ボリュームは大
きく異なり、リスク評価結果も大きく異なるが、今の技術レベルでは設定することが困
難難。

【課題3：氾濫解析モデルの取り扱い】
水災害リスク評価には、氾濫計算が必要となるが、氾濫解析モデルを有している海岸
は 全国でも少数であり 現状では 氾濫解析モデルを用いたリスク評価を実施するは、全国でも少数であり、現状では、氾濫解析モデルを用いたリスク評価を実施する
のは困難。 （高潮ハザードマップが作成されている76市町村の内、氾濫シミュレーショ
ン結果を用いて作成したと考えられる市町村は、僅かに25市町村である）

【課題4：人的被害のリスク評価における避難条件設定】【課題4：人的被害のリスク評価における避難条件設定】
今回の検討では避難条件（避難率）は設定 していない。実際には避難することにより
被害を免れる人がいることから、実態に即すためには避難率を設定する必要がある。
しかし、津波に対しての避難行動の分析はなされているものの高潮時の避難行動にし し、津波 対し 避難行動 分析はなされ るも 高潮時 避難行動
関しては、分析が進展していないため設定することが困難。

【課題5：海岸の水災害リスクにおける侵食の取り扱い】
気候変動の影響による侵食への影響は解明されていない。
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気候変動の影響による侵食 の影響は解明されていない。



（参考）海岸における水害リスク評価手順（参考）海岸における水害リスク評価手順
海岸保全施設状況の設定

（現況ｏｒ保全基本計画施設完成時）（現況ｏｒ保全基本計画施設完成時）

外力の設定
（現況or気候変化考慮）

浸
水
想
定

はん濫シミュレーションの実施

定
区
域
の
設
定

確
率

浸水地域の設定（メッシュ毎の浸水深の算定）

率
年
毎
の
計
算

水
災
害
リ

貨幣価値化が可能な水
災害評価項目算定のた
めの資料収集
・世帯数の確認
・従業者数の確認

貨幣価値化が困難な水災害評価
項目算定のための資料収集
・65歳以上、未満人口
・駅利用者人数
・幹線道路位置およびその交通量
・ライフライン施設位置および需要

貨幣価値化が困難な水災

リ
ス
ク
の
算
定

・従業者数の確認
・農家世帯数の確認
・農地面積の確認

・ライフライン施設位置および需要
人口

・地下空間および利用者数
・警察、消防、役所、病院の確認

貨幣価値化が可能な水
災害評価項目算定

貨幣価値化が困難な水災
害評価項目算定のための
資料収集

6
年平均水災害リスクの算出



（参考）人的被害の評価手法（参考）人的被害の評価手法

人的被害（死者数）の算定は、氾濫解析（代替手法含
む）により算定された浸水区域のエリア人口に対して、
LIFEsimモデルを用いて実施する。

 ■床面からの浸水深により危険水位帯、準危険水位帯、安全水位帯に分類 

■年齢、建物の階数から危険度別の人数を算出し、各々の死亡率を乗じ算出 

 

○浸水深が地面から 60cm 未満ならば、安全な地域に避難できる 

○65 歳以上の人口に相当する人数が、住宅・建物の最上階の居住階まで避難 

○65 歳未満の人口に相当する人数が さらに 屋根の上等に避難○65 歳未満の人口に相当する人数が、さらに、屋根の上等に避難 

死亡率（％）

浸水深による危険度の分類

死亡率（％）

危険水位帯 91.75 

準危険水位帯 12.00 

安全水位帯 0 023
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安全水位帯 0.023



（参考）水害リスクマ プの作成④（参考）水害リスクマップの作成④
市街地

地方部

8 経済被害（算術平均（均等分割）によるランク分け） 経済被害（標準偏差によるランク分け）



海岸における水災害リスク評価を実施する際の課
題に対する短期 長期での対応題に対する短期・長期での対応

【短期に取り組むべき課題】【短期に取り組むべき課題】

①海象データの蓄積

海象デ タは 外力設定の基礎となる部分であることから 海象海象データは、外力設定の基礎となる部分であることから、海象
データの蓄積を早期に実施すべきである。

②はん濫解析の普及および簡易代替手法の開発②はん濫解析の普及および簡易代替手法の開発

はん濫解析を実施することが大きな負担であることから、簡便な
代替手法（レベル湛水法等）の活用が急務である。

【長期的に取り組むべき課題】

①堤防の破堤等の条件設定に関する技術向上①堤防の破堤等の条件設定に関する技術向上

②人的被害のリスク評価における避難条件設定に関する検
討の実施討の実施

③侵食による影響を把握するための技術開発
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適応策メニ の検討適応策メニューの検討

海岸において実施可能な適応策メニューのメリット・デメリ海岸において実施可能な適応策メニュ のメリット デメリ
ットを整理する。

海岸における気候変動適応策を実施する上で 考えられるメニューのメリット・デメリット

適応策メニュー メリット デメリット

避難率が向上した場合、人的被
経済被害 重要施設等の機能停

海岸における気候変動適応策を実施する上で、考えられるメニュ のメリット デメリット

避難率向上に資する
ソフト対策

害の軽減効果が高く、施設整備
に比べて短期間での対応が可
能である。

経済被害、重要施設等の機能停
止による被害を軽減させることは
出来ない。

気候変動で増大する外力により
打上げ高や越波量が増大する
ことに対し 直接的に効果があ 侵食系の海岸では 基礎部が洗

線的防護（堤防整備）
ことに対し、直接的に効果があ
る適応策である。陸上施工であ
るため、工事費が面的防護より
一般的には安価である

侵食系の海岸では、基礎部が洗
掘され倒壊する可能性がある。

般的には安価である。

面的防護
漂砂の補足機能により侵食の
防止効果が期待できる

海上での施工となるため線的防護
よりも 般的に工事費が高くなる
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防止効果が期待できる。 よりも一般的に工事費が高くなる。



（参考）線的防護 面的防護の検討フロ（参考）線的防護、面的防護の検討フロー
海面上昇等による影響に対して、線的防護と面的防護の両方を組み合わせた検討
を行う際のフローを下記に示す。

現況設計
潮位

現況設計波
必要高

現況余裕高
Ｚreal

現況堤防高
＋ ＋ ＝

気候変化
⊿Ｚａ

海水面上昇量

⊿Ｚｂ

海
岸
堤
防
の

Ｚneed
必要堤防高

⊿Ｚｂ
台風強大化等による

潮位偏差増大量 ⊿Ｚc1
水深増加に伴う打上高の増大量

の
嵩
上
げ
高
（
不

台風強大化等による
設計波高の増大量

足
分
）

⊿Ｚc2
台風強大化に伴う打上高の増大量

堤防嵩上げを主とした対策の場合

沖合施設の
安定確保

沖合施設消波機能の
評価（波高低減効果）

堤防前面波高
の算定

不要

堤防嵩上げを主とした対策の場合

経済性
評価

Ｅ
Ｎ
Ｄ

社
会
条
件

（
現
況
・
将
来
）

ブロック重量の評価
（安定重量算定）

対策断面の設定
（被覆・積増し工）

要
堤防嵩上げを主とした対策の場合

沖合施設の
対策断面の再設定

11 現況堤防高を満足する
消波機能を有する沖合施設の設計

沖合施設を主とした対策の場合

沖合施設を主とした対策の場合



（参考）堤防の嵩上げ高の算定①（参考）堤防の嵩上げ高の算定①

堤防嵩上げ高算定の概念図堤防嵩上げ高算定の概念図 

海面上昇及び台風強大化を想定した必要堤防高(Zneed)

不足量＝(Zreal) －(Zneed) 

記号説明
現況堤防天端高(Zreal) 

ΔZc（設計波に対する必

要高の増分）＝ 
ΔZc1+ΔZc2 

Zc 

海面上昇及び台風強大化を想定した必要堤防高(Zneed)

Zreal ：現況堤防天端高 

現行設計波に対する

（設計当時の）必要堤防高 

余裕高

ΔZb（潮位偏差増大量）

Za ：朔望平均満潮位

Zb ：潮位偏差 
Zc ：現行設計波に対する必要高 
ΔZa ：海面上昇 
ΔZb ：潮位偏差増大量 

ΔZa（海面上昇）

必要高(Zc) 
設計高潮位 

潮位偏差(Zb)

Zb 
ΔZc ：設計波に対する必要高の増分＝ΔZc1+ΔZc2 
ΔZc1 ：相対的な水深の増加による打上げ高の増大量 
ΔZc2 ：台風強大化等に伴う波浪の増大による打上げ高の増大量 
Zneed ：海面上昇及び台風強大化を想定した必要堤防高 
不足量＝(Zreal) －(Zneed) 

朔望平均満潮位 
(Za) 

Za 

 図中で橙着色は全ての海岸

で見込む項目。水色着色は三

大湾のみ見込む項目。
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大湾 み見込む項目。



（参考）堤防の嵩上げ高の算定②（参考）堤防の嵩上げ高の算定②
△Za海水面上昇量の設定

海面の上昇量は全国一律の値として3.1㎜／年を設定する。海面の上昇量は、
既上昇分と将来上昇分を見込む。

△Za（海水上昇量）＝既上昇分として設定する海水面上昇速度×経過年数
＋将来分として設定する海水面上昇速度×更新までの年数

○世界的な海面水位の上昇の状況
海面水位の上昇はIPCCの報告によると、1961年～2003年における潮位計観測では1.8±0.5㎜／年、

1993年 2003年における衛星高度計観測 は3 1 0 7 ／年程度と見込まれ おり 直近の10年 は1993年～2003年における衛星高度計観測では3.1±0.7㎜／年程度と見込まれており、直近の10年では

より大きな海面水位の上昇が起きていると報告されている。海洋は深層への熱の伝播に時間を要するた
め、熱による海水の膨張が数世紀にわたって継続することとなり、温室効果ガス濃度が安定化したとして
も、海面水位は上昇し続ける。も、海面水位は上昇し続ける。

○我が国周辺の海面水位の上昇の状況
高潮対策としての海岸堤防整備は、1959年の伊勢湾台風以降に本格化していることから、海岸堤防整

備後においては 日本沿岸の平均で 1961年 2003年の間では0 8（0 3 1 3） ／年 1993年備後においては、日本沿岸の平均で、1961年～2003年の間では0.8（0.3～1.3）mm／年、1993年～
2003年にかけては4.9（2.1～7.7）mm／年の海面水位上昇が起こっている。
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参考）堤防の嵩上げ高の算定③参考）堤防の嵩上げ高の算定③

△Zb偏差上昇量
台風強大化については 規模・頻度について不確実性が高いことから三大湾以台風強大化については、規模 頻度について不確実性が高いことから三大湾以

外では当面考慮しないこととする。既往最大偏差等の実測値が明らかに変化して
いる場合は計画値の変更を行う必要があるが、変化が気候変動によるものであ
るかどうかの検証は現時点では困難であるるかどうかの検証は現時点では困難である。
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（参考）堤防の嵩上げ高の算定④（参考）堤防の嵩上げ高の算定④
△Zc（設計波に対する必要高の増分）

設計波に対する必要高であるうちあげ高の増大量は、水深の増加によるもの
（△Zc1）と外力の増加によるもの（△Zc2）の和とする。

相対的な水深の増加によるうちあげ高の増大量（△Zc1）

手法１）水深増大量×係数で算定。砂浜の有無、消波工の有無により異なる係数
を使用する。

砂浜有り △Z 1 水深増大量（△Z ＋△Zb）×0 7 （１）

相対的な水深の増加によるうちあげ高の増大量（ Zc1）

・砂浜有り：△Zc1＝水深増大量（△Za＋△Zb）×0.7 （１）
・砂浜無し：消波工の有無を考慮

（消波工なし）△Zc1＝水深増大量（△Za＋△Zb）×1.7 （２）
有 増（消波工有） △Zc1＝水深増大量（△Za＋△Zb）×1 （３）

ただし、堤脚水深が沖波波高より小さい場台を適応範囲とする。
※砂浜の有無は、HHWLで砂浜が有るかどうかで判断することとする。

手法２）改良仮想勾配法で算定
既増大量については、計画時と現在の深浅測量資料が整備されている場合には、既増大量については、計画時と現在の深浅測量資料が整備されている場合には、
改良仮想勾配法等で算出することも出来ることとする。ただし、将来予測について
は、地形変化の不確実性及び算定精度の低さを補う校正情報が得られないので、
前述の簡易手法を用いることとする
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前述の簡易手法を用いることとする。



（参考）堤防の嵩上げ高の算定⑧（参考）堤防の嵩上げ高の算定⑧

台風強大化等に伴う波浪の増大によるうちあげ高の増大（△Zc2）
台風強大化については、来襲する台風の規模の変化について不確実性が高いこ

とから当面考慮しないこととする また 既増大量についても波浪観測の成果によとから当面考慮しないこととする。また、既増大量についても波浪観測の成果によ
ると気候変動の影響を数値で評価することが可能な段階ではない。但し、資産が
集中する三大湾等や明瞭に影響が現れている海岸では考慮できるものとする。
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海岸における適応策実施に関する短期・長期での
対応に関する基本的な考え方対応に関する基本的な考え方

【短期：災害余力の向上を図る（危機管理対応）】【短期：災害余力の向上を図る（危機管理対応）】

①避難率の向上に資するソフト対策の実施

死者数等の人的被害は、避難率が向上すれば、格段に軽減される 。

②堤防嵩上げによる対策の実施

気候変動により外力が増加するため、打上げ高や越波量が増大する。
堤防嵩上げは、増大する越波量に直接的に効果を発揮するものである。
施設改修時や災害復旧時に気候変動による影響またはその一部を見込
んだ堤防嵩上げを行うことが有効である。堤防嵩 を行う 有効 あ 。

【長期】

①面的防護施設の改築による対策の実施①面的防護施設の改築による対策の実施

面的防護施設の改築は、一般的に堤防嵩上げよりも高額となり、緊急的
な危機管理対応とは意味合いが異なる。面的防護施設の改築を含めた
検討を行う際は 外力の増加程度を予測し 対象海岸の海岸保全基本検討を行う際は、外力の増加程度を予測し、対象海岸の海岸保全基本
計画を見直して実施することが有効である。このことから、外力の予測精
度の向上と合わせた対応が必要である。
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（参考）堤防嵩上げと離岸堤改築の概算工事費の
比較（強固な対応が必要なケ ）比較（強固な対応が必要なケース）

対策工 断 面 工 事 費

工種 単位 数量 単価 金額
チッピング m2 8.00 1,500 \12,000
コンクリ ト 3 4 40 14 000 \61 600

堤防
嵩上げ

コンクリート m3 4.40 14,000 \61,600
型枠 m2 9.43 7,000 \66,010
鉄筋 t 0.242 122,000 \29,524
足場 m2 1.20 2,200 \2,640
アンカー 本 ― ― ―
土工 m2 2 50 5 000 \12 500嵩上げ 土工 m2 2.50 5,000 \12,500
締切り（矢板存置） m 1.00 150,000 \150,000
消波工撤去・復旧 個 10.00 12,000 \120,000
地盤改良 m3 6.00 100,000 \600,000

小 計 円/m \1,054,274

既設構造物が劣化しており、既設護岸に表腹付け
を行い場所打ちコンクリートによる1.5m嵩上げを行

いう必要があり、また、前浜がなく締切りを必要とす
るとともに、前面の消波ブロックを撤去・復旧（転
用）する必要があり さらに増加加重に対し 支持用）する必要があり、さらに増加加重に対して支持
力の不足し、対応策として地盤改良が必要な場合
を想定。

離岸堤
改築

気候変動の影響により設計波高が1.2倍、設計

既存

拡幅

工種 単位 数量 単価 金額
ブロック制作 ｍ 8.00 143,630 \1,149,040
ブロック据付 ｍ 8.00 39,680 \317,440

小 計 円/ \1 466 480改築 潮位が20cm増加し、既存ブロックでは必要重
量が満足できず、既存ブロック（12.5ｔ型）よりも
大きいブロック（25ｔ型）で、施設の安定と現況の

透過後波高と同程度にすることを目的に嵩上げ、
拡幅を行 た場合を想定

小 計 円/m \1,466,480
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（参考）外力の増加と離岸堤改築工事費の関係（参考）外力の増加と離岸堤改築工事費の関係

消波工対策（離岸堤） 潮位＋20 越波なし 
消波工対策（離岸堤）　潮位＋20cm

2 000

2,500

①海岸

②海岸

③海岸

④海岸

越波なし

拡幅 沖側岸側

1,500

2,000

費
（
千

円
）

④海岸

⑤海岸

⑥海岸

⑦海岸

 拡幅

嵩上げ 

沖側 岸側

1,000

概
算

工
事

費

海面上昇 

既設離岸堤

0

500

H×0 9 H×1 0 H×1 1 H×1 2 H×1 3H×0.9 H×1.0 H×1.1 H×1.2 H×1.3

設計波高比

離岸堤の必要ブロック重量は、波高と密接に関係している。
このことから 波高が増大すると既存のブロックよりも大きいブロックこのことから、波高が増大すると既存のブロックよりも大きいブロック
により改築を行う必要が生じるため、工事費が高くなる傾向を示す。
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海岸における適応策実施手順（ ド プ）海岸における適応策実施手順（ロードマップ）

対 応 時 期 対 応 時 期

   ステップ 4    ステップ 3 ステップ 1～2 
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し 

20



海岸における適応策実施手順（ ド プ）海岸における適応策実施手順（ロードマップ）

■第１ステップ■第１ステップ
最初の対応としては、全国の海岸を対象に、水災害リスクの比較評価（現況施設、現計画外力規模＆気候

変化を考慮した外力の条件下）を実施し、三大湾を除く海岸の適応策実施、海岸保全整備の優先順位を検討
する。

三大湾については人口・資産の集積も多く今後も継続することから、最優先で取り組む地域であり別格の取
り扱いと考えるので、それ以外の海岸の優先順位を検討するものである。

なお、優先順位の低くなる海岸は、堤防嵩上げ等のハード対策の優先順位は低くなるものの適応策を実施し
ないということではなく 災害対応能力（危機管理対応）の向上に資する高潮時の避難率向上等の避難対策をないということではなく、災害対応能力（危機管理対応）の向上に資する高潮時の避難率向上等の避難対策を
含めたソフト対策の先行的な実施を推奨するものである。

■第２ステップ
第１ステップのリスク評価により優先順位の高い海岸を対象に順次、個別海岸を対象に、水災害リスクの比

較評価（現況施設、現計画外力規模＆気候変化を考慮した外力の条件下）を実施し、ハード対策（海岸堤防の
嵩上げや離岸堤の拡充等）やソフト対策（避難対策や建物の耐水対策等）の実施メニューや実施箇所、実施
優先順位を検討し、海岸毎の適応策も含めた海岸保全施設の実施計画を整理する。優先順位を検討し、海岸毎の適応策も含めた海岸保全施設の実施計画を整理する。

■第３ステップ
上記検討による適応策も含めた海岸保全施設の実施計画を基に、海岸保全基本計画の改定を実施する。

■第４ステップ
改訂された海岸保全基本計画に基づき、必要なハード対策＆ソフト対策を順次実地していく。
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